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富士通ワイエフシーにとって

のワーク・ライフ・バランス

　　ワーク・ライフ・バランス

についてどのようなお考えを

持っていらっしゃいますか。

亀井　ワーク・ライフ・バラン
スのとれた働き方を実現させる
ことは、社員や社員の家族が幸
せな生活を送ることや、生産性
が向上することにつながると考
えています。そして、これらに
よって最終的には当社がお客様
に世界一のＩＴソリューション
を提供し続けることにつながる
と考えています。
　当社では、仕事だけではな
く、それぞれのライフステージ
にあわせて、個人的な生活との
バランスをとることができては
じめて、本気でお客様の身に
なって考えることができる真の
パートナーとならせていただけ
ると考えています。
　また、社員が元気に気持ちよ
く楽しく働ける為に、ワークス
タイルの多様化への対応が必要
であり、今後も社会環境の変化
に柔軟な対応をし、働きやすい

環境づくりを推進したいと考え
ています。

女性活性化プロジェクトの

立ち上げ

　　ワーク・ライフ・バランス

の取組みはどのようなきっかけ

ではじまったのですか。

法林　私が出産や育児を経験す
る中で、仕事との両立などにつ
いて悩みをかかえたことがあっ
たので、自分の後に出産や育児
を経験する女性社員が、気兼ね
なく戻れるような会社にした
かったというのが、出発点で
す。
　まず、自分ができることはな
んだろうと考えたなかで、妊娠
した方がどういう状態なのかを
他の社員にわかってもらえるよ
うなサイトを立ち上げようとし
ました。宮浦社長に直接提案し
たところ、こころよく聞き入れ
てくださいました。
宮浦　当社は２割が女性社員で
すが、その時点（2006年）で
は、10年以上勤続している社員
はその４分の１と少なく、出産
後も継続している方は、さら

にその半分という状況でした。
そのため、私も以前から問題意
識をもっておりまして、法林の
提案をきっかけに、まずは女性
社員の要望を集約することから
はじめようということになりま
した。それが「女性活性化プロ
ジェクト」の発端です。少子高
齢化が進んでいる現在、女性も
重要なブレインとして長期的な
視野を持ち、やりがいをもって
活躍し続けることが企業として
の成功につながると思います。
そのためには、女性が活躍する
ことの障壁となっているものを
まず明らかにした上で、それら
を地道に取り除いていこうと思
いました。
法林　会社にはいろいろな考え
方の社員がおりましたので、活
動しやすいように、このプロ
ジェクトは、社長がトップとな
り、その直属で活動するという
形で実施しました。当初私が提
案した情報提供のサイトについ
ては、「プレママHelp！」とい
う名前で社内のイントラネット
にアップロードしました。さら
に女性社員全員を対象としたア
ンケートの実施・集計も行いま
した。その結果、80近くもの改
善を希望する項目が集まりまし
た。これをもとに、社長や総務
部門と相談して改善策を考え、
啓発セミナーなどを開催しまし
た。
　さらに、女性が活性化するた
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めには男性の協力も不可欠であ
ることや、テレワークなどは、
男性にとってもメリットがある
ということで、ワークライフバ
ランス推進室が設置されまし
た。女性活性化プロジェクトも
この推進室のプロジェクトとし
て継続しています。

プレママHelp！による

情報提供

　　プレママHelp！というの

は具体的にはどのようなものな

のですか。

法林　まず、妊娠がわかったと
きの本人、管理職や職場の心構
えや、妊娠週数ごとの状況と起
こりやすい症状、それに対して
どういう職場での注意事項があ
るかということについてまとめ
ました。これらは産業医の方に
チェックしてもらいました。
　その他、社内や地域の制度の
紹介や、子どもが急病になった
ときにはどうしたらよいのかな
どについても載せています。何
か困ったことが生じたときに
は、まずこのページを見ればよ
いというものになっています。
　管理職からすると、妊娠して
いる社員にどれだけ仕事を与え
たらよいのかわからなくて、仕
事をあまり与えない状態にして
しまい、その社員は仕事が少な
すぎることでかえって疎外感を
覚えるケースがありました。プ
レママHelp！を「ママ」以外
の社員がみることで、こういっ
た状況が少しでもなくなればと
思います。

女性も男性も

テレワークを活用

　　テレワークの推進について

はどのような状況ですか？

亀井　ワークライフバランス推

進室が主体となってテレワーク
を推進しています。当社がテレ
ワークと呼んでいるものは、在
宅勤務とモバイル勤務の２種類
があります。
　現状では営業職の人は、在宅
勤務は困難ですが、各営業所な
どで、交通費の申請や営業報告
をすることができるようにする
ことで外回りの後に本社に戻ら
なくてもよい制度をつくりまし
た。これをモバイル勤務と呼ん
でいます。
　もう一方の在宅勤務は週に２
日程度、文字どおり在宅で一日
仕事を行うというものです。在
宅勤務をする場合は、事前に日
付や在宅でやりたい仕事の項目
を上司に申請します。当日は始
業と終業のときに上司に連絡
し、労働時間については、通常
と同じようにカウントし、勤務
内容を管理するために、日報を
提出します。
　入社して３年を経過すれば全
ての社員に在宅勤務できる資格
が付与されます。３年未満で
も、育児や介護などの事情があ
る場合は個別に相談に応じてい
ます。
　いままで在宅勤務は難しいと
思っていた業務についても、工
夫次第ではきっとできるはずだ
と思っており、各部の管理職ク
ラスの社員には在宅勤務を体験
してもらっていて、自分のとこ
ろでどうやったら在宅勤務をよ
り容易に適用できるかを考えて
もらっています。また、上司が
やった方が、その部下の社員も
申請しやすいという効果も狙っ
ています。
石井　2007年６月30日現在、テ
レワークを行っている社員（表
参照）は、対象社員246名のう
ち、36人（14.6％）にのぼって

います。2009年度にはこれを
50％にまで高める目標を立てて
います。
　こういった取組みの結果、
2007年10月には社団法人日本テ
レワーク協会が主催の「第８回
テレワーク推進賞」で優秀賞を
受賞しました。

今後の課題

　　今後については、どのよう

にお考えですか。

宮浦　このように着実に成果は
上がってきていますが、今後も
女性、男性を問わず、育児休業
や在宅勤務を特別に意識せずに
行えるようにするように、社内
での啓発をすすめ、制度の運用
状況を常に検証していきたいと
考えています。


